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安
倍
政
権
は
「
人
口
減
少
で
自
治
体
消
滅

の
危
機
」
と
い
う
「
増
田
レ
ポ
ー
ト
」
を
テ

コ
に
、「
地
方
創
生
」
の
名
で
、
拠
点
都
市

へ
の
集
約
化
と
企
業
拠
点
の
誘
致
競
争
な
ど

を
進
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
国
の
路
線
に
沿
っ
て
、
京
都
市
は

今
年
３
月
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
・
こ

こ
ろ
京
都
創
生
」
総
合
戦
略
（
中
間
案
）

（
以
下
「
京
都
創
生
中
間
案
」）
を
発
表

し
、
秋
ま
で
に
最
終
案
を
策
定
す
る
と
し
て

い
ま
す
。
ま
た
、
こ
の
「
京
都
創
生
中
間

案
」
と
軌
を
一
に
し
て
、
京
都
市
は
今
年
１

月
、「
エ
コ
・
コ
ン
パ
ク
ト
な
都
市
構
造
を

目
指
し
た
都
市
計
画
の
見
直
し
案
」（
以
下

「
都
市
計
画
見
直
し
案
」）
を
発
表
し
て
い

ま
す
。

　

門
川
市
政
の
「
京
都
創
生
中
間
案
」
や

「
都
市
計
画
見
直
し
案
」
な
ど
の
新
た
な
政

策
は
、
こ
れ
ま
で
の
「
京
プ
ラ
ン
（
京
都
市

基
本
計
画
）」
の
路
線
に
拍
車
を
か
け
る
と

と
も
に
、
新
た
な
段
階
へ
と
踏
み
込
む
も
の

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

い
ま
、
問
わ
れ
て
い
る
の
は
、「
く
ら
し

の
再
生
・
住
民
自
治
・
地
域
内
循
環
型
経
済

に
よ
る
京
都
の
持
続
的
な
発
展
・
地
域
再
生

の
道
」
を
選
ぶ
の
か
、
そ
れ
と
も
「
外
需
頼

み
の
観
光
と
再
開
発
な
ど
、
く
ら
し
切
捨
て

の
地
方
創
生
の
路
線
」
を
選
ぶ
の
か
、
と
い

う
こ
と
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

今
回
の
ア
ピ
ー
ル
は
、
現
市
政
の
問
題
点

を
指
摘
す
る
と
と
も
に
、
京
都
市
が
本
来
の

公
的
な
責
任
を
果
た
し
、
市
民
の
く
ら
し
を

１．国の「地方創生」路線と一体の「京都創生中間案」・
　「都市計画見直し案」

４．「京都創生中間案」「都市計画見直し案」は撤回し、
　市民のくらし守る計画を

３．「富裕層観光」戦略では、京都経済と市民のくらしは
　良くならない

MICE戦略でも外資系など企業誘致を強調

２．「大企業が活動しやすい京都」 ― 京都が京都でなくなる
財界の規制緩和要求と軌を一にした「都市計画見直し案」
京都駅周辺の都市再生緊急整備地域を大幅に拡大 ― 呼び込み型拠点開発が新たな段階へ
51校を廃校し、学校跡地活用に民間提案を受け入れ

自
治
体
の
役
割
発
揮
・
市
民
の
く
ら
し
を
守
り
、京
都
の
再
生
を

京
都
市
の
変
質
・
京
都
こ
わ
し
を
許
す
な

アピール

守
る
京
都
再
生
の
道
へ
転
換
さ
せ
る
た
め
の

提
案
を
行
う
も
の
で
す
。
み
な
さ
ん
か
ら
の

ご
意
見
を
い
た
だ
き
、
さ
ら
に
充
実
さ
せ
る

と
と
も
に
、
そ
の
実
現
に
力
を
尽
く
し
ま

す
。

目　次

今
年
１
月
23
日
に
発
表
し
た
「
京
プ
ラ
ン
」
批
判
ア
ピ
ー
ル

「京都創生」批判
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保
障
の
「
産
業
化
」
を
打
ち
出
し
て
い
ま

す
。
こ
こ
に
は
、
歴
代
自
民
党
政
権
が
大
企

業
の
経
済
成
長
最
優
先
で
農
林
漁
業
や
中
小

企
業
、
地
方
経
済
を
衰
退
さ
せ
、
庶
民
増
税

と
社
会
保
障
の
削
減
、
非
正
規
雇
用
の
拡
大

な
ど
で
、
国
民
生
活
の
困
難
と
人
口
減
少
に

拍
車
を
か
け
て
き
た
こ
と
に
対
す
る
何
の
反

省
も
あ
り
ま
せ
ん
。

　

安
倍
政
権
は
、〝
国
の
「
地
方
創
生
」
路

線
が
、
各
自
治
体
が
つ
く
る
「
地
方
創
生
」

の
「
総
合
戦
略
」
に
ど
れ
だ
け
盛
り
込
ま
れ

て
い
る
か
で
、
交
付
金
の
上
積
み
分
を
決
め

る
〞
と
い
う
、
自
治
体
間
競
争
を
盛
ん
に
あ

お
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
流
れ
に
沿
っ
て
、
国

の
路
線
と
一
体
に
な
っ
て
つ
く
ら
れ
て
い
る

の
が
、「
京
都
創
生
中
間
案
」
や
「
都
市
計

画
見
直
し
案
」
で
す
。

　

「
京
都
創
生
中
間
案
」
の
「
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
」
で
は
、
本
市
の
合
計
特
殊
出
生
率
の
低

さ
（
政
令
市
で
２
番
目
の
低
さ
）
に
言
及
し

な
が
ら
、
障
害
に
な
っ
て
い
る
問
題
を
こ
れ

か
ら
「
探
り
当
て
」
る
こ
と
が
「
求
め
ら
れ

る
」
な
ど
と
し
て
い
る
だ
け
で
す
。
京
都
市

の
非
正
規
雇
用
率
が
政
令
市
ワ
ー
ス
ト
１
で

あ
り
な
が
ら
、
雇
用
創
出
担
当
部
長
を
廃
止

し
た
こ
と
へ
の
反
省
も
あ
り
ま
せ
ん
。
さ
ら

に
、
人
の
「
数
」
だ
け
で
な
く
、「
幸
福
」

や
「
安
心
」
等
に
関
わ
る
目
標
を
設
定
す

る
、
と
し
て
い
ま
す
が
、「
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
」
に
お
い
て
、
あ
い
ま
い
で
主
観
的
な
目

標
設
定
を
す
る
こ
と
が
、
現
状
に
か
み
合
っ

た
も
の
に
な
ら
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

　

結
局
、
９
月
末
に
は
最
終
案
を
ま
と
め

て
、
国
の
「
地
方
創
生
」
メ
ニ
ュ
ー
に
沿
っ

た
予
算
を
獲
得
す
る
こ
と
が
最
大
の
目
的
に

な
っ
て
い
る
た
め
に
、
現
状
の
分
析
や
反
省

が
な
く
市
民
的
な
論
議
も
ほ
と
ん
ど
行
わ
れ

な
い
ま
ま
計
画
が
つ
く
ら
れ
よ
う
と
し
て
い

ま
す
。

　

安
倍
政
権
の
「
地
方
創
生
総
合
戦
略
」

は
、
消
費
税
増
税
と
さ
ら
な
る
社
会
保
障
費

の
削
減
に
加
え
、
公
共
施
設
等
の
集
約
化
、

拠
点
都
市
・
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
へ
の
集
約

化
、
企
業
拠
点
の
誘
致
促
進
な
ど
、
選
択
と

集
中
、
特
定
企
業
の
成
長
を
進
め
る
こ
と
が

中
心
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
安
倍
政
権
は
、
経
済
財
政
運
営
の

基
本
方
針
を
示
す
「
骨
太
の
方
針
２
０
１

５
」
と
新
た
な
「
成
長
戦
略
」（
日
本
再
興

戦
略
）
を
閣
議
決
定
し
ま
し
た
。
こ
こ
で

も
、
社
会
保
障
費
の
削
減
や
消
費
税
率
の
引

き
上
げ
が
示
さ
れ
、
法
人
税
減
税
の
加
速
で

大
企
業
の
収
益
を
増
や
す
方
針
で
す
。
さ
ら

に
、
医
療
・
介
護
・
保
育
な
ど
の
分
野
を
大

企
業
の
も
う
け
の
場
に
変
質
さ
せ
る
、
社
会

市
政
へ
の
切
実
な
要
求
が
寄
せ
ら
れ
た

市
政
報
告
懇
談
会　
　
　
　
　
　
　
　

１
、
国
の「
地
方
創
生
」路
線
と

　

一
体
の「
京
都
創
生
中
間
案
」・「
都
市
計
画
見
直
し
案
」

「京プラン」は何をもたらしたのか
■進められた市民負担増と公的責任の放棄

　門川市政は、１期目から国民健康保険料３年連続引き上げな
ど市民負担増をすすめてきましたが、２期目の2012年３月、
「持続可能な行財政の確立」の名のもとに、「京プラン」実施
計画（2012年～2015年）を発表し、社会福祉関係経費などを４
年間で250億円削減、職員約700人削減などの具体的目標と計画
を示しました。その後、各種料金値上げ、市民サービス切り捨
て、公営施設の民営化などを強引に進めるなど、市民負担増と
公的責任の投げ捨てを行ってきました。今年６月に発行した
「京都市政報告書」の中では、社会福祉関係経費等見直しで４
年間合計310億円を削減、職員数も４年間で857人削減したと、
「目標」を超過達成したことを誇っています。

■くらしに深刻な影響

　社会福祉関係経費の削減では、一人暮らし高齢者の命綱であ
る緊急通報システムの利用料引き上げ、65歳以上の方の個人府
市民税軽減措置の廃止など、高齢者や弱者のための施策が切り
捨てられてきました。
　保育の分野では、もともと25しかなかった市営保育所のう
ち、すでに４つを民間移管し、今後さらに６つを民間移管する
としています。民間保育園についてもプール制を改悪し補助金
を大幅に削減してきており、公的責任を次々と後退させていま
す。待機児についても、２年連続ゼロと発表していますが、特
定の保育園を希望すれば待機児と見なされない、保護者が自宅
で求職中や育休中なら保育要件に該当しないなど、待機児を狭
く見積り「看板に偽りあり」です。

■自治体の役割投げ捨て

　職員削減では、職員への過重な負担が増えるとともに、本来
増やすべき災害対応の職員配置を行えず、市民のくらしと安全
を脅かしています。2013年の台風18号の際には、民間委託して
いた小栗栖排水機場のポンプが人災により停止し、京都市が把
握するのも遅れ、618件の浸水という重大な被害を招いていま
す。消防職員さえも７年間で182人削減しており、市民の安全
にとって重大です。
　さらに、公（おおやけ）が責任をもつべき分野を民間化する
だけでなく、民間企業の営利活動に開放してきました。
　2011年４月には、市立病院と市立京北病院を独立行政法人
化。同時に、市立病院の再整備にあたってはＰＦＩ手法（民間
企業に構想から施設整備、その後の運営までゆだねる手法）を
導入し、診察や看護など医療行為以外の病院業務の多くが、民
間企業に委託されました。
　さらに、市立病院院内保育所「青いとり保育園」の運営を民
間企業に委託した結果、当初は賃金・労働条件が大幅に引き下
げられ、さらに今年４月には、これまで働いてきた職員が「一
斉解雇」され、保育の継続や労働者の雇用の継続が絶たれると
いう、重大な事態が引き起こされています。市が公的責任を放
棄した結果、市民に困難が押し付けられた典型例と言えます。
　門川市政は、「京都創生中間案」や「都市計画見直し案」
で、行政の効率化・集約化を進める「地方創生」戦略をすす
め、くらしと営業のいっそうの破壊、地域破壊を進めようとし
ています。
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る
仕
組
み
を
取
り
入
れ
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の

方
針
に
基
づ
き
、
現
在
、
東
山
区
の
元
清
水

小
学
校
跡
地
は
「
ホ
テ
ル
又
は
ブ
ラ
イ
ダ
ル

を
主
た
る
計
画
と
す
る
事
業
と
し
て
活
用
を

進
め
る
」
方
針
を
決
め
、
事
業
者
の
選
定
作

業
に
入
っ
て
い
ま
す
。

　

学
校
と
い
う
地
域
の
自
治
活
動
の
拠
点

を
、
大
型
商
業
施
設
や
ホ
テ
ル
な
ど
民
間
事

業
者
の
も
う
け
の
場
所
へ
と
変
質
さ
せ
る
大

転
換
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

安
倍
政
権
は
日
本
を
「
世
界
で
一
番
企
業

が
活
動
し
や
す
い
国
」
に
す
る
こ
と
を
基
本

方
針
と
し
て
い
ま
す
。
門
川
市
政
の
新
た
な

政
策
の
最
大
の
特
徴
は
、
国
に
追
随
し
「
大

企
業
が
活
動
し
や
す
い
京
都
」
づ
く
り
を
一

番
の
目
標
に
し
て
い
る
こ
と
で
す
。
こ
れ
で

は
、
京
都
が
京
都
で
な
く
な
り
ま
す
。

財
界
の
規
制
緩
和
要
求
と
軌
を
一
に

し
た
「
都
市
計
画
見
直
し
案
」

　

今
回
の
「
都
市
計
画
見
直
し
案
」
は
、
駅

周
辺
の
５
つ
の
地
区
の
見
直
し
を
内
容
と
し

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
財
界
に
よ
る
規
制
緩

和
の
要
求
と
軌
を
一
に
し
た
も
の
で
あ
る
こ

と
が
明
ら
か
で
す
。

　

京
都
駅
周
辺
エ
リ
ア
で
は
、〝
高
さ
に
つ

い
て
20
ｍ
の
地
域
を
最
大
で
31
ｍ
に
緩
和
す

る
、
さ
ら
に
住
居
地
域
を
商
業
地
域
に
見
直

し
、
容
積
率
２
０
０
％
を
最
大
で
３
倍
の
６

０
０
％
に
緩
和
す
る
〞
な
ど
が
提
案
さ
れ
て

い
ま
す
。
門
川
市
長
も
参
加
し
た
関
西
の
知

事
、
政
令
市
長
と
経
済
団
体
ト
ッ
プ
の
今
年

１
月
22
日
の
意
見
交
換
会
で
、
大
阪
商
工
会

議
所
の
佐
藤
会
頭
（
京
阪
電
鉄
最
高
顧
問
）

は
、
市
長
が
関
西
資
本
に
京
都
へ
の
高
級
ホ

テ
ル
進
出
を
要
請
し
た
の
を
受
け
、「
ホ
テ

ル
の
供
給
は
考
え
な
い
と
い
け
な
い
が
、
高

さ
制
限
の
緩
和
を
も
う
少
し
や
っ
て
も
ら
わ

な
い
と
」
と
発
言
し
ま
し
た
（『
京
都
新

聞
』
１
月
23
日
）。
関
連
し
て
、
京
都
商
工

会
議
所
の
立
石
会
頭
は
、「（
市
側
に
も
）
特

別
の
配
慮
が
必
要
に
な
る
か
も
知
れ
な
い
」

と
の
認
識
を
示
し
ま
し
た
（『
京
都
新
聞
』

１
月
28
日
）。
さ
ら
に
、
京
阪
電
気
鉄
道
は

１
月
29
日
、
Ｊ
Ｒ
京
都
駅
前
で
、
京
都
タ
ワ

ー
の
機
能
強
化
と
２
ホ
テ
ル
の
再
開
発
を
柱

と
す
る
重
点
投
資
を
行
う
考
え
を
明
ら
か
に

し
ま
し
た
（『
京
都
新
聞
』
１
月
30
日
）。

　

京
都
市
の
「
都
市
計
画
見
直
し
案
」
は
、

ま
さ
に
こ
れ
ら
の
要
求
に
沿
っ
た
も
の
で
、

大
資
本
呼
び
込
み
型
の
拠
点
開
発
に
道
を
開

く
も
の
で
す
。

　

京
都
市
に
は
も
と
も
と
、
高
さ
規
制
の
強

化
を
中
心
に
し
た
、
京
都
の
優
れ
た
景
観
を

守
る
新
景
観
政
策
（
２
０
０
７
年
施
行
）
が

あ
り
ま
す
。
と
こ
ろ
が
、
京
都
市
は
新
景
観

政
策
に
自
ら
穴
を
開
け
て
き
ま
し
た
。
２
０

０
８
年
に
特
例
許
可
で
、
高
さ
規
制
を
超
え

る
新
築
を
認
め
た
の
に
続
き
、
２
０
１
１
年

か
ら
２
０
１
２
年
に
か
け
て
、
地
区
計
画
の

手
法
で
岡
崎
地
区
、
島
津
製
作
所
（
西
ノ
京

桑
原
地
区
）
の
高
さ
規
制
を
緩
和
し
て
き
ま

し
た
。と
り
わ
け
、地
区
計
画
に
よ
る
規
制
緩

和
は
、事
業
者
か
ら
の
特
例
申
請
に
よ
ら
ず
、

京
都
市
自
ら
が
新
景
観
政
策
に
穴
を
開
け
る

提
案
を
行
う
と
い
う
重
大
な
も
の
で
し
た
。

　

今
回
の
「
都
市
計
画
見
直
し
案
」
は
、
こ

れ
ら
の
地
区
計
画
に
よ
る
規
制
緩
和
と
同
様

に
、
新
景
観
政
策
の
容
積
率
や
高
さ
規
制
な

ど
を
、
財
界
の
要
求
に
沿
っ
て
緩
和
し
よ
う

と
い
う
典
型
例
と
な
っ
て
い
ま
す
。

京
都
駅
周
辺
の
都
市
再
生
緊
急
整
備

地
域
を
大
幅
に
拡
大
―
呼
び
込
み
型

拠
点
開
発
が
新
た
な
段
階
へ

　

今
年
７
月
、
京
都
市
が
国
に
対
し
て
申
請

し
て
い
た
、
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
の
拡

大
が
認
め
ら
れ
ま
し
た
。
以
前
か
ら
京
都
駅

周
辺
は
、
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
に
指
定

さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
今
回
の
申
請
に
よ
り

「
京
都
駅
西
部
エ
リ
ア
」（
梅
小
路
公
園
、

中
央
卸
売
市
場
第
一
市
場
、
リ
サ
ー
チ
パ
ー

ク
周
辺
ま
で
の
エ
リ
ア
）
を
含
む
広
域
の
エ

リ
ア
に
ま
で
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　

都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
は
、
都
市
再
生

特
別
措
置
法
に
基
づ
き
都
市
再
生
特
別
地
区

を
定
め
る
こ
と
等
に
よ
り
、
既
存
の
都
市
計

画
上
の
様
々
な
規
制
の
緩
和
を
可
能
に
す
る

も
の
で
、
特
別
な
金
融
支
援
や
税
制
特
例
が

受
け
ら
れ
る
制
度
で
す
。
し
か
も
、
民
間
企

業
が
都
市
計
画
を
提
案
で
き
る
の
が
特
徴
で

す
。

　

つ
ま
り
、
今
回
指
定
さ
れ
た
広
大
な
地
域

に
進
出
し
よ
う
と
い
う
大
手
企
業
が
、
容
積

率
や
高
さ
規
制
な
ど
の
都
市
計
画
さ
え
も
都

合
の
い
い
よ
う
に
提
案
で
き
る
と
い
う
こ
と

に
な
り
ま
す
。
都
市
計
画
と
い
う
ま
ち
づ
く

り
の
根
本
的
な
部
分
に
お
い
て
、
公
的
責
任

を
後
退
さ
せ
民
間
企
業
に
門
戸
を
開
く
と
い

う
、
呼
び
込
み
型
の
拠
点
開
発
と
い
う
点

で
、
こ
れ
ま
で
と
は
明
ら
か
に
違
う
段
階
に

踏
み
込
む
も
の
で
す
。

51
校
を
廃
校
し
、学
校
跡
地
活
用
に

民
間
提
案
を
受
け
入
れ

　

京
都
市
は
１
９
９
０
年
代
か
ら
急
速
に
学

校
統
廃
合
を
進
め
、
こ
れ
ま
で
51
校
が
廃
校

さ
れ
ま
し
た
。
明
治
初
期
に
地
域
に
よ
っ
て

つ
く
ら
れ
た
番
組
小
学
校
も
風
前
の
と
も
し

び
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

も
と
も
と
小
学
校
は
、
地
域
住
民
の
自
治

活
動
の
拠
点
と
し
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し

て
き
ま
し
た
。
そ
れ
は
学
校
跡
地
と
な
っ
て

も
同
様
で
、
敷
地
内
に
設
置
さ
れ
た
消
防
分

団
詰
所
、
消
防
器
具
庫
、
自
治
会
館
等
の
建

物
な
ど
は
地
域
住
民
の
負
担
で
整
備
さ
れ
て

い
る
も
の
で
す
。
さ
ら
に
、
区
民
運
動
会
や

夏
祭
り
、
そ
の
他
様
々
な
行
事
や
会
合
が
学

校
で
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
経
過
か
ら
、
京
都
市
は
従

来
、
学
校
跡
地
の
利
用
に
あ
た
っ
て
は
、

〝
地
域
住
民
の
意
見
を
尊
重
す
る
こ
と
、
活

用
は
原
則
、
市
の
事
業
と
し
、
営
利
目
的
の

活
用
は
し
な
い
こ
と
〞
と
し
て
い
ま
し
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
門
川
市
政
１
期
目
の
２
０
１

１
年
に
、「
民
間
事
業
に
つ
い
て
も
対
象
と

す
る
」
新
方
針
を
定
め
ま
し
た
。
さ
ら
に
２

０
１
２
年
に
は
「
京
都
市
資
産
有
効
活
用
基

本
方
針
」
を
策
定
、
今
年
６
月
に
は
「
学
校

跡
地
活
用
に
係
る
事
業
者
登
録
制
度
」
を
創

設
し
、
跡
地
を
最
大
60
年
の
貸
し
付
け
を
行

え
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
活
用
方
法
を

住
民
で
は
な
く
、
民
間
事
業
者
か
ら
募
集
す

２
、「
大
企
業
が
活
動
し
や
す
い
京
都
」

　
　
　
　
　

― 

京
都
が
京
都
で
な
く
な
る

〈
拡
大
申
請
が
認
め
ら
れ
た
京
都
駅
周
辺
〉
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こ
の
間
の
門
川
市
政
は
、
市
民
に
は
負
担

増
と
サ
ー
ビ
ス
切
り
捨
て
を
押
し
付
け
な
が

ら
、
国
い
い
な
り
に
、
大
企
業
応
援
に
は
熱

心
で
、
地
方
自
治
体
の
心
を
失
っ
た
も
の
と

い
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
ホ
テ
ル
や
マ

ン
シ
ョ
ン
、
大
規
模
店
舗
な
ど
、
呼
び
込
み

型
の
市
政
は
、
す
で
に
破
た
ん
が
明
ら
か
と

な
っ
て
い
る
も
の
で
す
。「
京
都
創
生
中
間

案
」
や
「
都
市
計
画
見
直
し
案
」
な
ど
の
新

た
な
政
策
は
、
市
民
負
担
増
・
公
的
役
割
投

げ
捨
て
に
さ
ら
に
拍
車
を
か
け
る
も
の
で
あ

る
と
と
も
に
、
新
た
な
自
治
体
こ
わ
し
、
ま

ち
こ
わ
し
に
踏
み
込
む
も
の
で
す
。

　

私
た
ち
は
、
こ
の
よ
う
な
計
画
の
撤
回
を

求
め
る
と
と
も
に
、
く
ら
し
の
再
生
・
住
民

自
治
・
地
域
内
循
環
型
経
済
に
よ
る
京
都
の

持
続
的
な
発
展
・
地
域
再
生
を
図
る
、
京
都

再
生
の
た
め
の
計
画
を
確
立
す
る
こ
と
を
求

め
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
必
要
な
こ
と
は
、
第
一
に
、

市
民
生
活
の
現
状
分
析
と
こ
れ
ま
で
の
市
政

の
総
括
で
す
。
非
正
規
雇
用
が
44
％
、
倒
産

・
廃
業
は
高
止
ま
り
な
ど
、
現
実
の
市
民
の

く
ら
し
・
営
業
の
困
難
に
心
を
寄
せ
た
分
析

と
、
課
題
設
定
こ
そ
必
要
で
す
。

　

第
二
に
、
格
差
の
縮
小
と
市
民
生
活
の
底

上
げ
の
た
め
の
施

策
が
必
要
で
す
。

正
規
雇
用
の
拡

大
、
市
税
や
保
険

料
に
お
け
る
累
進

制
の
徹
底
、
社
会

保
障
の
底
上
げ
、

高
校
全
入
の
保
障

と
学
費
の
軽
減
、

市
営
住
宅
の
増
設

と
家
賃
補
助
な
ど

抜
本
的
転
換
が
必

要
で
す
。

　

第
三
に
、
大
型

再
開
発
、
呼
び
込

み
型
の
経
済
対
策

で
は
な
く
、
京
都

経
済
を
支
え
て
き

た
中
小
零
細
企
業

な
ど
、
地
域
の
力

を
生
か
し
た
循
環

型
の
地
域
経
済
を

つ
く
る
産
業
政
策
で
す
。
規
制
緩
和
で
大
企

業
や
大
型
店
を
呼
び
込
む
の
で
は
な
く
、
規

制
を
強
化
し
、
さ
ら
に
市
内
大
企
業
へ
の
超

過
課
税
を
検
討
す
る
な
ど
、
地
域
へ
の
貢
献

を
求
め
ま
す
。
中
小
企
業
振
興
基
本
条
例
、

賃
金
条
項
を
含
む
公
契
約
条
例
の
制
定
を
求

め
ま
す
。

　

第
四
に
、
財
政
に
つ
い
て
は
、
地
方
の
財

源
を
、
地
方
交
付
税
の
拡
充
な
ど
で
抜
本
的

に
増
額
す
る
よ
う
強
く
求
め
ま
す
。
大
企
業

減
税
や
軍
事
費
増
大
な
ど
政
府
の
財
政
政
策

へ
の
根
本
的
批
判
抜
き
に
、「
財
政
危
機
」

を
語
り
市
民
に
矛
盾
を
押
し
付
け
る
こ
と
は

許
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

第
五
に
、
自
治
体
を
こ
わ
し
地
方
を
衰
退

さ
せ
る
「
集
約
化
」
や
道
州
制
、
憲
法
改
悪

と
「
戦
争
す
る
国
づ
く
り
」、
大
企
業
・
大

金
持
ち
減
税
と
庶
民
へ
の
消
費
税
増
税
な

ど
、
政
府
の
諸
政
策
へ
の
批
判
が
必
要
で

す
。
何
よ
り
も
、
国
い
い
な
り
で
、
市
民
の

声
を
聞
か
な
い
上
か
ら
の
押
し
つ
け
計
画
で

は
な
く
、
市
民
の
声
を
生
か
し
た
、
住
民
自

治
の
地
域
づ
く
り
こ
そ
が
重
要
で
す
。

４
、「
京
都
創
生
中
間
案
」「
都
市
計
画
見
直
し
案
」は

　

撤
回
し
、市
民
の
く
ら
し
守
る
計
画
を

自治体要求連絡会のみなさんと市役所前宣伝

３
、「
富
裕
層
観
光
」戦
略
で
は
、

　

京
都
経
済
と
市
民
の
く
ら
し
は
良
く
な
ら
な
い

　

門
川
市
政
が
「
京
都
創
生
中
間
案
」
で
観

光
政
策
の
柱
と
し
て
い
る
の
が
、
富
裕
層
及

び
外
国
人
の
誘
致
に
的
を
当
て
た
戦
略
で

す
。

　

京
都
市
は
「
京
都
観
光
振
興
計
画
２
０
２

０
」（
２
０
１
４
年
10
月
策
定
）
で
、
２
０

１
３
年
１
１
３
万
人
だ
っ
た
外
国
人
宿
泊
客

数
を
２
０
２
０
年
に
は
３
０
０
万
人
へ
、
７

０
０
２
億
円
だ
っ
た
観
光
消
費
額
を
１
兆
円

達
成
へ
、
と
数
値
目
標
を
設
定
し
ま
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
数
を
追
い
求
め
る
「
観
光
客
５

０
０
０
万
人
構
想
」
か
ら
、
１
回
の
観
光
で

大
金
を
使
う
富
裕
層
観
光
へ
大
転
換
を
図
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
も
と
で
、
最
近
で
は
２
０
１
３
年
９

月
「
フ
ォ
ー
シ
ー
ズ
ン
ズ
ホ
テ
ル
京
都
着
工

（
２
０
１
６
年
春
開
業
予
定
）、
２
０
１
４

年
２
月
「
ザ
・
リ
ッ
ツ
・
カ
ー
ル
ト
ン
京

都
」
開
業
、「（
仮
称
）
ソ
ラ
リ
ア
西
鉄
ホ
テ

ル
京
都
」
着
工
な
ど
、
外
資
系
・
鉄
道
系
ホ

テ
ル
が
次
々
と
進
出
し
て
い
ま
す
。

京都市内の旅館・ホテルの従業員者数別の事業所数

経
済
セ
ン
サ
ス
、
事
業
所
・
企
業
統
計
調
査
よ
り
作
成

　

こ
れ
ら
が
本
当
に
、
京
都
の
良
さ
を
多
く

の
観
光
客
に
発
信
し
、
京
都
経
済
が
豊
か
に

な
る
こ
と
に
結
び
つ
く
の
で
し
ょ
う
か
。
外

資
系
や
市
外
資
本
の
ホ
テ
ル
が
潤
っ
た
と
し

て
も
、
そ
の
利
益
は
京
都
市
内
に
は
返
っ
て

き
ま
せ
ん
。
現
に
、
こ
れ
ま
で
京
都
観
光
を

支
え
て
き
た
従
業
員
４
人
以
下
の
小
規
模
旅

館
は
、
１
９
８
６
年
に
は
４
１
４
あ
っ
た
も

の
が
、
１
９
９
６
年
２
２
２
、
２
０
１
２
年

１
２
１
と
激
減
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
京
都

市
は
、「
外
資
系
ホ
テ
ル
も
含
め
地
元
住
民

が
多
く
雇
用
さ
れ
て
い
る
」
と
言
い
ま
す

が
、
そ
の
75
％
は
非
正
規
雇
用
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
で
は
、
京
都
経
済
と
雇
用
の
活

性
化
、
市
民
の
く
ら
し
の
向
上
に
は
つ
な
が

り
ま
せ
ん
。

Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
戦
略
で
も
外
資
系
な
ど

企
業
誘
致
を
強
調

　

岡
崎
地
域
を
拠
点
と
位
置
付
け
る
Ｍ
Ｉ
Ｃ

Ｅ
戦
略
も
、
国
の
方
針
に
沿
っ
て
、
進
め
ら

れ
て
い
る
も
の
で
す
。

（
※
「
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
（
マ
イ
ス
）」
と
は
、
企

業
の
会
議
（
Ｍ
・
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
）、
企
業

の
報
奨
・
研
修
旅
行
（
Ｉ
・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
ツ
ア
ー
）、
総
会
や
学
術
会
議
（
Ｃ
・
コ

ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
）、
展
示
会
や
見
本
市
（
Ｅ

・
イ
ベ
ン
ト
ま
た
は
エ
キ
シ
ビ
シ
ョ
ン
）
の

頭
文
字
を
と
っ
た
造
語
）。

　

「
京
都
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
戦
略
２
０
２
０
」
は
、

Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
参
加
者
が
「
高
い
購
買
力
を
持
っ

て
い
る
」
と
い
う
富
裕
層
観
光
誘
致
の
考
え

方
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、「
多

国
籍
企
業
な
ど
か
ら
の
Ｍ
・
Ｉ
の
実
施
に
関

す
る
情
報
収
集
」
を
強
調
し
て
い
ま
す
。

　

実
際
、
門
川
市
長
は
２
０
１
３
年
９
月
、

東
京
で
「
京
都
市
外
資
系
企
業
誘
致
セ
ミ
ナ

ー
」
を
開
催
し
た
の
に
続
き
、
昨
年
９
月
は

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
ま
で
出
向
き
、
日
本
貿
易

振
興
機
構
が
主
催
す
る
対
日
投
資
セ
ミ
ナ
ー

で
、
米
国
の
企
業
関
係
者
約
２
０
０
人
に
、

京
都
へ
の
投
資
を
直
接
訴
え
ま
し
た
。
門
川

市
長
は
雑
誌
の
対
談
で
、「
観
光
で
終
わ
ら

せ
ず
、
投
資
に
向
け
て
い
く
こ
と
が
京
都
は

も
と
よ
り
、
日
本
の
発
展
に
つ
な
が
る
」
と

語
り
、
外
資
系
企
業
誘
致
を
促
進
す
る
姿
勢

を
示
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
上
記
に
見
て
き
た
と
お
り
、
富

裕
層
観
光
も
、
外
資
系
企
業
誘
致
も
、
京
都

経
済
の
活
性
化
と
市
民
の
く
ら
し
の
向
上
に

は
つ
な
が
り
ま
せ
ん
。


